
  

⼩小規模多機能の実践事例例検討会  

■日時・内容（詳細は裏面）	
 
開催日：2019 年 10 月 23 日（水）	
 
第 1部：事例検討会例検討会（5事例）（参加費：無料）	
 

13:00～13:30	
 開場・受付	
 

13:30～17:00	
 事例検討	
 等	
 

■会	
 	
 場	
 旭川市障害者福祉センターおぴった	
 
３階	
 音響・映像スタジオ	
 
（旭川市宮前 1条３丁目 3番 7号）	
 

■参	
 加	
 費	
 	
 無	
 料	
 
■参加申込について（定員 30 人／先着順）	
 
参加ご希望の方は、下記参加申込書に必要事項を記入の上、ファックスにてお申し込み
ください。折り返し、この参加申込書に受付印を押印し、ファックスにて返送いたしま
す。	
 返信には、最大で 1 週間ほどお時間をいただきます。	
 
当日は、その参加申込書をお持ちになり、会場までお越しください。	
 

	
 	
 参加者変更・キャンセル等がある場合は、FAX でお願いします。	
 
	
 

FAX：03-6430-7918	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ＜事例検討会 in 旭川＞	
 	
 

主催：全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会	
 （東京都港区浜松町 1-19-9-3F／TEL:03-6430-7916）	
 

※ＦＡＸ番号はお間違えのないようお願いいたします。	
 事務局受付日：	
 	
 月	
 	
 日	
 受付印	
 

	
 

参加者名	
 ①	
 	
 ②	
 	
 

事業所名（市町村）	
 

（市町村名：	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ）	
 

	
 

Ｔ	
 Ｅ	
 Ｌ	
 	
 ＦＡＸ	
 	
 

事例検討会 

小規模多機能型居宅介護が地域密着型サービスとして位置づいて丸 13 年が経過し、全国で 5,445
か所の事業所が稼働し、9.97 万人の高齢者が小規模多機能型居宅介護を利用しながら生活を送られ
ています（介護給付費実態調査月報／平成 30 年 10 月現在）。	
 
そもそも小規模多機能型居宅介護は、制度創設時、中重度者の在宅生活を可能とするため平均要介

護度を3.5と想定して、創設された。しかしながら、昨年の本会における実態調査では、平均要介護
度2.20となっており、現実との乖離があることでの経営への影響、さらなる全国への整備・普及への
影響は否めません。	
 
人材確保の観点も、介護職員の確保は困難を極め、外国人技能実習制度の活用等、工夫や検討は進

めているものの事業運営に支障をきたしているところも出てきています。	
 
また、介護予防サービスを実施する小規模多機能型居宅介護において、介護予防・日常生活支援総

合事業の実施状況や、地域の事業所との連携について明らかにし、早期の支援のあり方についての検
討も必要であります。	
 
「小規模多機能型居宅介護における経営の安定性確保や介護人材の確保等」を検討するうえで、収支
の視点だけではない「経営の安定性を確保すること」とは何かを様々な視点から検討することを目的
に事例検討会を開催します。	
 

旭川会場  



「事例検討会」について	
 

■内	
 	
 容	
 

13:00～13:30	
 開場・受付	
 

13:30～14:30	
 これからの小規模多機能型居宅介護	
 

14:30～16:30	
 事例（5事例）	
 

株式会社 健和会 

小規模多機能型居宅介護事業所 すまいる（旭川市） 管理者 佐々木 美智子 氏 

株式会社 えみな福祉企画 

小規模多機能型居宅介護 旭山なかまの家（旭川市）  リーダー  村田 直大 氏 

      社会福祉法人 明和会 

小規模多機能ホーム陽だまりの郷（新十津川町） 

係長（計画作成担当者） 小玉 志保 氏 

社会福祉法人 美瑛慈光会 

美瑛慈光園小規模多機能 燈（美瑛町）          介護職員 佐藤 賢太郎 氏 

社会福祉法人 美瑛慈光会 

美瑛慈光園小規模多機能 ほたる（美瑛町）        介護職員  東  賢秀 氏 

17:00	
 閉会	
 

	
 

＊事例検討で報告いただく事業所募集で案内しているテーマの一部	
 

（１）利用者へのかかわり（ケア）や状態像の変化に伴う事例	
 

□登録時より2段階以上、要介護度が改善した事例	
 

□小規模多機能はやりすぎている実態／できることや機会を奪わないケア	
 

（２）地域密着型サービスらしい人材確保の工夫	
 

□職員を地元採用にこだわっている事例（事業所事例）	
 

□利用者家族や運営推進会議メンバー等が職員になった事例（事業所事例）	
 

（３）介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況と支援のあり方	
 

□介護予防・日常生活支援総合事業を取り組んでいる事例（事業所事例）	
 

･･･など	
 

	
 

■主な講師	
 

	
 全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会	
 	
 	
 理事長	
 宮島	
 渡	
 

全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会	
 主任研究員	
 後藤	
 裕基	
 など	
 

※講師の都合で、一部変更になる場合があります。	
 

	
 

■道内で同内容の研修会を実施します。	
 

	
 10 月 22 日（火）札幌市	
 	
 10 月 23 日（水）旭川市	
 

	
 ※事例紹介は開催県の事業所となります。	
 

	
 


